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（１）沿 革

（２）目 的

大学等の教育研究活動の状況についての評価等を行うことにより、その教育研究水準の向上を図るとともに、国立大学法人

等の施設の整備等に必要な資金の貸付け及び交付を行うことにより、その教育研究環境の整備充実を図り、あわせて、学校

教育法第104条第７項の規定による学位の授与を行うことにより、高等教育の段階における多様な学習の成果が適切に評価さ

れる社会の実現を図り、もって我が国の高等教育の発展に資すること。（大学改革支援・学位授与機構法第３条）

文部科学大臣が定める基本指針に基づいて学部等の設置その他組織の変更に関する助成金の交付を行うことにより、中長

期的な人材の育成の観点から特に支援が必要と認められる分野における教育研究活動の展開を促進し、もって我が国社会

の発展に寄与すること。（大学改革支援・学位授与機構法第３条第２項）

大学評価・学位授与機構

平成 ３年 ７月 学位授与機構設立

平成１２年 ４月 大学評価・学位授与機構に改組

平成１６年 ４月 独立行政法人大学評価・学位授与

機構設立

国立大学財務・経営センター

平成 ４年 ７月 国立学校財務センター設立

平成１６年 ４月 独立行政法人国立大学財務・経営

センター設立

独立行政法人大学改革支援・学位授与機構

National Institution for Academic Degrees and Quality Enhancement of Higher Education ： NIAD-QE

平成28年 ４月 法人統合により設立

Ⅰ 概要
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（４）予 算
令和６年度予算

施設整備勘定 ：154,950百万円

助成業務等勘定 ：29,165百万円※（大学等成長分野転換支援基金の取崩額等）

一般勘定 ：1,979百万円（運営費交付金 1,771百万円、自己収入等 208百万円）

（５）施 設

本 館：東京都小平市（７階建、１３，２１２㎡）

竹橋オフィス：東京都千代田区（学術総合センター１０階・１１階、３，３５４㎡）

小平第２住宅（宿舎）：東京都小平市（３階建、２，７６９㎡）

（３）事業等

〇評価事業 （詳細はp.4～p.6）

大学等による教育研究活動等の質の向上を支援するため、大学等の第三者評価を実施。

〇施設費貸付・交付事業

国立大学法人、大学共同利用機関法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構の施設の整備等に必要な資金の貸付

け及び交付等。

〇学位授与事業

広く社会で行われている高等教育段階のさまざまな学習の成果を評価し、大学の学部・大学院の修了者と同等の学力を有

すると認められる学習者に対して、学位（学士、修士、博士）を授与。

〇質保証連携

我が国の高等教育機関や評価機関との連携によって、大学等の情報や高等教育の質保証に関する情報、及び大学等に

おける学習の機会に関する情報を収集・整理・提供するとともに、各機関と共同で質保証に関わる人材の能力向上のため

のプログラムを開発。

〇調査研究

機構の事業の基盤となる研究及び事業の検証に関する調査研究を行い、成果を事業に活用するとともに公表。

〇助成事業

国から交付される補助金により基金を設け、文部科学大臣が定める基本指針及び機構が定める実施方針に基づき、中長

期的な人材育成の観点から特に支援が必要と認められる教育研究の分野の学部等の設置その他組織の変更に必要な資

金に充てるため、大学等に対し助成金の交付。
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（６）組 織

■ 機構長：服部 泰直
■ 役員数：機構長１名、理事２名、監事（非常勤）２名
■ 教職員数：１７７名（教員１９名、職員１５８名）（令和６年４月現在）

評議員会

大学機関別認証評価委員会

監 事(2)

機 構 長

理 事(2) 運営委員会

諸会議

高等専門学校機関別認証評価委員会

法科大学院認証評価委員会

国立大学教育研究評価委員会

学位審査会

大学の学長、教員、
企業関係者等で構成

委員１４名（うち、外部有識者１４名）

委員１８名（うち、外部有識者１０名）

センター事務室大学ポートレート・大学情報基盤センター

大学ポートレート運営会議

審議役・調査役

研究開発部

監査室

管理部

評価事業部

高等教育資格承認情報センター（NIC‐Japan）

総務課

会計課

学位審査課

評価企画課

国際課

評価支援課

情報企画支援室

企画室

国立大学評価室

高等教育情報室

大学連携・支援部

大学運営連携課

国立大学施設支援課

顧問・参与

助成事業部
事業推進課

助成課

大学・高専機能強化支援事業選定委員会
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● 認証評価のプロセス
前年度
５月～９月

当該年度
４月～６月 ７月～翌年２月 ３月

機構による
説明会等

認証評価の
仕組み、方
法などにつ
いて説明会
や研修の実
施

自己評価書
の作成・
機構への
提出

機構における評価の実施

書
面
調
査

訪
問
調
査

認証評価委員会

評価結果
(案)の取りま
とめ

評価結果の
確定

意見の
申立て

対象機関

評価報告書

評価結果の
公表

評価結果
を確定前
に通知

学校教育法第１０９条により、国公私立大学（短期大学を含む。）及び高等専門学校は、その教育研究水準の向上に資するため、

教育研究、組織運営及び施設設備の総合的な状況に関し、７年以内ごとに、文部科学大臣が認証する評価機関（認証評価機関）

の実施する評価を受けることが義務付けられている。

（専門職大学院については、教育課程、教員組織その他教育研究活動の状況に関し、５年以内ごとに評価）

（１）認証評価

機構による
評価担当者
への研修

● 認証評価の目的（大学機関別認証評価）
大学の教育研究活動等に関して、

①質を保証する、 ②改善に役立てる、 ③広く国民の理解と支持が得られるよう支援・促進する

適合認定

Ⅱ 評価事業
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● 実績

H28H27H26H25H24H23H22H21H20H19H18H17

183329214725371138104大学

421514146202201818高専

013149103169法科

0512212短大

[参考]各認証評価機関における実施数の割合（H16～R４） ※高等専門学校の認証評価は当機構のみ

機関別（大学）①大学基準協会４１％ ②日本高等教育評価機構４１％ ③大学改革支援・学位授与機構１７％
④大学教育質保証・評価センター１％

専門職大学院（法科）： ①大学改革支援・学位授与機構４２％ ②日弁連法務研究財団３７％ ③大学基準協会２１％

● 評価基準（例：大学機関別認証評価）
①教育研究上の基本組織に関する基準 ②内部質保証に関する基準
③財務運営、管理運営及び情報の公表に関する基準 ④施設及び設備並びに学生支援に関する基準
⑤学生の受入に関する基準 ⑥教育課程と学習成果に関する基準

計R5R４R３R２R１H30H29

34141643616514大学

1723216131364高専

93115011136法科

13短大
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【第４期中期目標期間（令和４年度～令和９年度）の評価】

・ ４年目終了時評価（令和８年度に実施及び結果公表）
国立大学教育研究評価委員会の下に、以下の会議等を設置して実施。
「達成状況判定会議」・・・国立大学法人等の規模・構成に応じ８グループより編成。中期目標の達成状況の評価を実施。
「現況分析部会」・・・分野別に11の学系部会を編成。学部・研究科等の現況分析を実施し、教育研究の水準（質の向上の状況含む）を分析。
「研究業績水準判定組織」・・・ 306の科研費の小区分ごとに評価者を配置し、学部・研究科等の代表的な研究業績の水準を判定。

・ ６年目終了時評価（令和１0年度に実施及び結果公表）
国立大学教育研究評価委員会の下に、以下の会議等を設置して実施。
「達成状況判定会議」・・・国立大学法人等の規模・構成に応じ８グループより編成。中期目標の達成状況の評価を実施。

● 国立大学教育研究評価の仕組み

大
学
共
同
利
用
機
関
法
人
（
４
法
人
）

国
立
大
学
法
人
（
82
法
人
）

②実績報告書を提出

④評価結果を通知

大学改革支援・学位授与機構

文部科学省
国立大学法人評価委員会

③評価結果を提供
（国立大学法人評価委員会
は結果を尊重）

①教育研究面の
評価を要請

教育研究の状況について、各分野の
専門家がピアレビューを行い、中期目
標の達成状況、学部・研究科等の教
育研究の水準（質の向上の状況を含
む）を評価

国立大学教育研究評価委員会

（２）国立大学教育研究評価

国立大学法人法第３１条の３第１項に基づき、機構は、文部科学省国立大学法人評価委員会からの要請を受け、国立大学法人
及び大学共同利用機関法人の中期目標期間における業務実績のうち、教育研究の状況についての評価を実施している。
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